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概 要

本稿では，費用削減技術に関して，企業特殊的技術と補完的技術の2種類の技術が存在

する場合に，企業は各技術に対し研究開発資源をどのように配分するかを，製品差別化が

存在する複占モデルを用いて分析する。本稿の主要な結論は次のとおりである。補完性の

高い補完的技術を用いる産業においては，企業特殊的技術への投資比率が社会的に過大と

なり，補完的技術への投資比率が過少となる。補完性の低い補完的技術を用いる産業にお

いては，その逆が成立する。また，製品差別化の程度が高い市場においては，補完的技術

における補完性水準が高くなるほど企業の利潤が増加する。一方，製品差別化の程度が低

い市場においては，補完性水準が高くなるほど企業の利潤が減少することがある。
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Ⅰ．はじめに

近年のエレクトロニクス産業，情報通信産業，バイオテクノロジー産業では，複数の企

業が開発した技術を相互利用することにより，製品の生産が行われていることが多い。

DVD技術を例に挙げるならば，2種類のパテントプールに属する合計13社が技術を提供

し合って，相互利用することにより，DVD製品の生産が可能となっている1）。このよう
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*

* 本稿は，日本学術振興会・科学研究費補助金「基盤研究(A)」プロジェクト（課題番号19203015）の一環

として補助を受けている．

1） DVD6Cパテントプールには，日立製作所，三菱電機，パナソニック，サムスン，三洋電機，シャープ，

東芝，日本ビクター，ワーナーブラザーズが属しており，DVD3Cパテントプールには，フィリップス，ソ



に，企業間で相互利用することで，製品の生産が可能になるような技術を「補完的技術」

と呼び，企業が自社のみで利用可能な技術を「企業特殊的技術」と呼ぶこととする。本稿

では，問題の焦点を絞るため，プロセス・イノベーション，すなわち費用削減型の技術に，

企業特殊的技術と補完的技術の2種類の技術が存在すると仮定する。その仮定の下，企業

はそれぞれの技術に対しどのように研究開発資源を配分するのかを考察する。具体的には，

各企業が，第1ステージで一定の研究開発資源の中から企業特殊的技術と補完的技術のそ

れぞれへ投資する比率を決定し，第2ステージで製品差別化された複占市場においてクー

ルノー数量競争を行う2段階ゲームを検討する。

本稿の主要な結論は次のとおりである。補完的技術に関して，補完性の水準が高いケー

スと低いケースがあるとしよう。補完性が高い技術を用いる産業においては，企業特殊的

技術への投資比率が社会的に過大になる一方，補完的技術への投資比率は社会的に過少に

なる。これは，技術補完性が高いならば，他社技術をより多く利用することになることか

ら，各企業は補完的技術に投じる資源を節約して，企業特殊的技術へ資源をまわそうとす

るためである。このメカニズムの裏返しとして，補完性が低い技術を用いる産業において

は，企業特殊的技術への投資比率が社会的に過少になり，補完的技術への投資比率が社会

的に過大になる。

また，製品差別化の程度が高い市場では，補完的技術における補完性水準が高くなるほ

ど企業利潤が増加する。これは，技術補完性が高いほど，企業は企業特殊的技術への投資

を増加させ，それが自社の生産量を高めることになるからである。補完的技術への投資も

自社の費用を削減するが，他社の費用削減にも貢献するので，企業特殊的技術への投資の

方が自社の生産量の増加に大きな効果があることが関係している。しかし，製品差別化の

程度が低い市場では，補完性水準が高くなるほど企業利潤が減少することがある。企業の

生産量は他社の生産量と戦略的代替の関係にあり，特に製品差別化の程度が低い市場では，

他社の生産量増加によって自社が生産量を抑制するインセンティブが強まるので，補完性

の高さが生産量の減少につながり，それが利潤を減少させる要因となる。

本稿に関連するこれまでの研究について言及しよう。本稿のモデルで最も重要な要素は，

技術の補完性である。これまでの研究開発協力に関する論文の多くは，自社で利用できる

技術が他社にも転用可能であることを想定している。しかし，本稿における技術の補完性

とは，自社の技術と他社の技術を同時に利用できなければ，効果を発揮しないことを意味

している。従って，補完的技術が存在する場合，クロスライセンス等の企業間協力が不可

欠になる。補完的技術とクロスライセンスに関する研究としては，Fershtmanand

特集 研究開発戦略・特許制度と産業組織

118

ニー，パイオニア，LGが属している（2009年８月時点）．



Kamien（1992）がある。彼らは，クロスライセンスの実行可能性が，企業が自ら研究開発

しようとするインセンティブを弱め，研究開発に遅れが生じることを示した。最近では，

パテントプールを通じて補完的技術をライセンスする方法に関する研究に注目が集まって

いる。Shapiro（2001），LernerandTirole（2004），Kim（2004）は，パテントプールを通

じたライセンス契約がロイヤリティの累積問題を緩和させ，経済厚生が高まることを示し

た。しかしながら，これらの研究において，補完的技術を企業特殊的技術と対比させて考

察したものはない。

本稿のモデルで，補完的技術における補完性の水準として定義しているものが，従来の

研究におけるスピルオーバー係数の働きによく似ている2）。しかし，本稿の関心は，正の

外部性の内部化にではなく，技術の補完性が投資比率選択に与える効果にある。さらに，

本稿は製品差別化がその効果にどのように影響するかについても分析している。

LinandSaggi（2002）は，プロセス・イノベーションとプロダクト・イノベーションの

両方が可能な場合の研究開発インセンティブを研究している。その中で，プロダクト・イ

ノベーションが可能な場合には，プロセス・イノベーションが促進されることが示されて

いる。本稿のモデルは，プロセス・イノベーションに2タイプの技術が存在する場合を検

討している点で彼らのモデルとは異なる。さらに，本稿のモデルでは，研究開発資源が一

定である仮定を置いていることから，企業特殊的技術への投資と補完的技術への投資との

間にはトレード・オフが存在する。

本稿の構成は以下のとおりである。第2節では，第1ステージで複占企業が企業特殊的

技術と補完的技術の2種類の費用削減技術に投資配分を行い，第2ステージで製品差別化

クールノー競争を行う2段階ゲームのモデルを構築する。第3節では，2段階ゲームのサ

ブゲーム完全ナッシュ均衡を求めるとともに，均衡における技術投資比率の効率性を分析

する。第4節において，補完的技術における技術補完性の水準が均衡にどのような効果を

もたらすかを考察する。最後に，第5節において，結論をまとめ，今後の課題について触

れる。
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2） d・AspremontandJacquemin(1988)は，スピルオーバー効果が大きい時に，共同研究開発により研究開

発活動が促進されることを示した初期の重要な研究である．Suzumura(1992)およびChoi(1993)は，より

一般的なフレームワークでスピルオーバー効果を分析している．Kamienetal.(1992)は，共同研究開発と

研究開発カルテルを異なるものとしてモデル化している．この他にも，スピルオーバー効果と研究開発のイ

ンセンティブに関して数多くの研究が行われている（例えば，Katz(1986)，LeahyandNeary(1997)，

KamienandZang(2000)，Atallah(2005)，Molt�,Georgant�zandOrts(2005),LeahyandNeary(2007)

などがある）．



Ⅱ.モデル

製品差別化された市場において，2つの企業（企業1，2）がクールノー競争を行うとす

る。企業iの生産する財の生産量をqiと表す。企業iの製品に対する逆需要関数を

Pi＝a－qi－Sqj,i,j＝1,2,i≠j

とする。ただし，a＞0であり，S（∈［0,1］）は製品の代替性を表し，Sが小さいほど製品

差別化の程度が大きく，Sが大きいほど製品差別化の程度が小さいことを意味する。

2つの企業は，単位費用を削減するための研究開発活動を行う。研究開発活動を通じて

企業が獲得する費用削減型の技術について，2つのタイプが存在するとする。一つは企業

特殊的技術（Firm SpecificTechnology）であり，各企業が単独の技術を用いることにより，

自己費用の削減が実現する。もう一つは補完的技術（ComplementaryTechnology）であり，

2社の技術を相互に利用することで，双方の企業の費用の削減が実現する。本論文では，

研究開発活動に投じられる資源量は一定であるものとし，その量をXと表す。各企業は

研究開発用の資源量Xを，企業特殊的技術と補完的技術のそれぞれの技術に配分すると

する。企業i（i＝1,2）の企業特殊的技術への資源配分割合を・i（∈（0,1）），補完的技術へ

の配分割合を1－・iとする。各企業の単位費用は，各企業が行う企業特殊的技術への投資

量・iXの減少関数である。また，補完的技術の相互利用に関するクロスライセンスが行

われるものとし，各企業の単位費用は，自社の補完的技術への投資量（1－・i）Xと他社の

補完的技術への投資量の一部・（1－・j）Xの減少関数である。パラメータ・（∈（0,1］）は他社

技術との補完性の程度を表す指標である。こうして，企業iの生産の単位費用関数は，

Ci＝c－F（・iX）－G（（1－・i）X＋・（1－・j）X） （1）

と表すことができる。ただし，c＞0，F＞0，G＞0，F�＞0，G�＞0，F（0）＝G（0）＝0であ

る。分析の簡単化のため，一般性を失うことなく，（1）は次のように単純化することがで

きる。

Ci＝c－・i－t｛（1－・i）＋・（1－・j）｝ （2）

ここで，t（∈（0,1］）は補完的技術の投資効率を表すパラメータである。補完的技術に関

して，クロスライセンスが行われないならば，自社および他社の補完的技術が両方とも使

えないものと考える。従って，クロスライセンスが行われないケースはt＝0である。な

お，補完的技術に関するクロスライセンスの際のライセンス料は相殺されるものとする。
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研究開発資源の量は一定であるが，資源を各技術に変換する際に費用がかかり，偏った

配分は費用逓増的であるとする。こうして，企業iの技術選択にかかる費用は，

Ii＝
・

2
（・i－k）2

と表すことができる。パラメータk（＞0）は，大きいほど補完的技術に偏った投資選択を

することが困難であり，小さいほど企業特殊的技術に偏った投資選択をすることが困難で

あることを意味する。最適化の二階条件を満たすため，係数・に関して，次の条件を置く。

・＞・_≡max｛
2｛2（1－t）＋St｝2

（2－S）（2＋S）
，
2｛2（1－t）＋St｝
（2－S）（2＋S）｝ （3）

（3）は，t＜（＞）1/（2－S）の時，最右辺の第1引数（第2引数）が制約的である。

ゲームは2段階からなる3）。第1ステージにおいて，各企業は企業特殊的技術への投資

割合・iおよび補完的技術への投資割合1－・iを選択する。第2ステージにおいて，各企業

はクールノー競争により，qiを選択する。次節において，この2段階ゲームのサブゲーム

完全ナッシュ均衡を検討する。

Ⅲ.均衡の効率性

１．サブゲーム完全ナッシュ均衡

2段階ゲームのサブゲーム完全ナッシュ均衡を求めるため，問題をbackwardinduc-

tionの手続きにより解く。第2ステージにおける企業iの利潤最大化問題は，

max
qi

・i＝（Pi（qi,qj）－Ci）qi－
・

2
（・i－k）2

である。企業iの利潤最大化の一階条件は，

∂・i

∂qi

＝a－2qi－Sqj－Ci＝0,i,j＝1,2,i≠j （4）

となる。企業iの反応関数は，

qi＝
a－Sqj－Ci

2
（5）
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3） 本モデルの単位費用関数の構造から，補完的技術の相互利用に関するクロスライセンスを行う方が，行わ

ない場合よりも利潤が高くなるのは明らかである．そのため，クロスライセンスの締結に関する意思決定ス

テージを設けなかった．



となり，第2ステージのクールノー均衡の生産量は，

qe
i＝
（2－S）a－2Ci＋SCj

4－S2
（6）

となる。図1は，（5）から得られる各企業の反応関数を描いている。企業の生産量は戦略

的代替の関係にある（Bulowetal.（1985））。

次の補題において，投資比率の変化が企業の生産量に与える効果を調べる。

補題1 企業特殊的技術への投資比率の増加は自社の生産量を増加させ，他社の生産量を

減少させる。補完的技術への投資比率の増加は自社の生産量を減少させ，他社の生産量を

増加させる。

証明：（4）をqi,qj,・iおよび・jに関して全微分すると，

－2dqi－Sdqj＋（1－t）d・i－t・d・j＝0 （7）

となる。（7）にd・j＝0を代入すると，

（
－2 －S
－S －2）（

dqi/d・i

dqj/d・i
）＝（

－（1－t）
t・ ）
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図1 δ1の増加による反応関数のシフト



となり，クラーメルの公式より，次の式が得られる。

dqi

d・i

＝
2（1－t）＋・St
（2－S）（2＋S）

＞0および （8）

dqj

d・i

＝－
2t・＋（1－t）S
（2－S）（2＋S）

＜0 （9）

□

補題1の持つ含意を説明しよう。企業が企業特殊的技術への投資を高めることは，自社

の生産量に対し正と負の2つの効果を持つ。企業特殊的技術への投資の増加は，自社の生

産費用を削減し，生産量を増加させる正の効果を持つ。一方で，企業特殊的技術への投資

の増加は，補完的技術への投資の減少を意味する。補完的技術への投資の減少は，生産費

用の増加につながり，生産量を減少させる負の効果を持つ。しかし，補完的技術への投資

の減少は他社の生産費用の増加にもなるので，他社の生産量も減少させる。企業の生産量

は戦略的代替の関係にあるので，負の効果が一部減殺される。こうして，正の効果が負の

効果を支配するので，企業特殊的技術への投資を高めることは，自社の生産量を増加させ，

他社の生産量を減少させる。図1は，・1の増加が反応関数をシフトさせ，各企業の生産量

に与える効果を示している。なお，本モデルでは，研究開発のための資源量が一定である

ので，企業の補完的技術への投資の引き上げは，企業特殊的技術への投資の引き下げと同

じことを意味している。それ故，補題の後半のメカニズムは，前半のメカニズムを裏から

言い換えたに過ぎない。

次に，第1ステージでの各企業の利潤最大化問題を考える。企業iの利潤最大化の一階

条件は，EnvelopeTheoremを用いて，

（1－t）qe
i（・i,・j）－・（・i－k）－Sqe

i（・i,・j）
∂qe

j（・i,・j）
∂・i

＝0，i,j＝1,2，i≠j （10）

となる。仮定（3）により，二階条件は満たされる4）。（10）の左辺第1項と第2項は，企業特

殊的技術への投資比率の増加が利潤に与える直接効果を示し，第1項は正，第2項は負で

ある5）。第3項は，企業特殊的技術への投資比率の戦略的効果を表し，補題1より符号は

正である。（10）から，サブゲーム完全ナッシュ均衡の企業特殊的技術への投資比率・i^お

よび補完的技術への投資比率1－・i^が得られる。均衡における企業iの生産量は，（6）よ

り，qi^＝qe
i（・i^,・j^）となる。
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4） 仮定（3）は，fii（・i,・j）＜0およびfii（・i,・j）fjj（・i,・j）－［fij（・i,・j）］2＞0を満たす十分条件である．

5） （10）の左辺第2項は，企業特殊的技術への投資比率の増加が技術選択の費用に与える効果を示しており，

均衡においては常に・i＞kが成立する．



２．厚生分析

生産量に関する企業の選択（qe
i（・i,・j），qe

j（・i,・j））を所与とし，技術投資比率の選択が経

済厚生の観点から望ましいものであるか否かを次善解の観点から検討する。経済厚生は総

余剰で測るものとする。企業特殊的技術の投資比率に関する総余剰の最大化の一階条件は，

∂・i（qe
i,qe

j）
∂・i

＋
∂・j（qe

i,qe
j）

∂・i

＋
∂
∂・i
［
（qe

i）2＋（qe
j）2＋2Sqe

iqe
j

2 ］＝0,i,j＝1,2，i≠j （11）

となる。仮定（3）より，二階条件は満たされる。EnvelopeTheoremを用いて，（11）は次

のように書き換えられる。

∂・i

∂・i

－Sqe
j

∂qe
i

∂・i

－・tqe
j＋（qe

i＋Sqe
j）
∂qe

i

∂・i

＋（qe
j＋Sqe

i）
∂qe

j

∂・i

＝0 （12）

（12）の左辺の第2項から第5項までの合計が正（負）であるならば，市場均衡における企

業特殊的技術への投資比率は社会的に過少（過大）である。第2項および第3項は，・iが

企業jの利潤に与える効果を示しており，いずれも負である。第4項および第5項は，・i

が消費者余剰に与える効果を示しており，補題1より第4項は正，第5項は負である。対

称性qe
i＝qe

j≡qeを用いて，第2項から第5項までの効果をまとめることで，（12）は次の

ように書き換えられる。

∂・i

∂・i

＋
（1－t）（1－S）－t（3－S）・

2－S
qe＝0 （13）

（13）より，次の命題が得られる。

命題 1 補完的技術における補完性が低い時（すなわち，・＜（1－t）（1－S）/t（3－S）≡・~），市

場均衡における企業特殊的技術（補完的技術）への投資比率は社会的に過少（過大）である。

補完的技術における補完性が高い時（すなわち，・＞・~），市場均衡における企業特殊的技

術（補完的技術）への投資比率は社会的に過大（過少）である。

証明：均衡は対称的であり，（12）から得られる企業特殊的技術への投資比率の次善解を・*

と表し，（10）から得られる市場均衡解を・eと表す。もし・＜（＞）・~ならば，（13）の左辺第

2項は正（負）であり，・e＜（＞）・*となる。□

命題1の持つ含意は次のとおりである。補題1より，企業特殊的技術への投資比率の増

加は自社の生産量を増加させるとともに，他社の生産量を減少させる。また，企業特殊的
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技術への投資比率の増加は，補完的技術への投資比率を減少させることになり，tおよび

・が大きい時は総生産量の減少につながり（d（qe
i＋qe

j）/d・i＜0），消費者余剰に負の効果を与

える。企業は投資比率を決定する際に，他社の利潤に対する効果と消費者余剰に対する効

果を読み込まないので，企業特殊的技術への投資比率が過大になる傾向がある。すなわち，

補完的技術への投資比率が過少になる傾向がある。ただし，tおよび・が小さい時は，企

業特殊的技術への投資比率の増加は総生産量を増加させ（d（qe
i＋qe

j）/d・i＞0），消費者余剰に

正の効果を与えるので，企業特殊的技術への投資比率が過少，補完的技術への投資比率が

過大になる。

さらに，補完的技術の投資効率tおよび製品の代替性Sが閾値・~に与える効果は，

d・~
dt
＝－

1－S
t2（3－S）

＜0，
d・~
dS
＝－

1－t
t（3－S）2

＜0

である。従って，補完的技術の投資効率が高いほど，または製品の代替性が高いほど，企

業特殊的技術への投資比率が過大，補完的技術への投資比率が過少になる可能性が高くな

る。これは直観的には次のように考えることができる。補完的技術の投資効率が高いほど，

社会的には補完的技術への投資比率が高いことが望ましい。また，製品の代替性が高いほ

ど，市場の競争性が増すので，他社の費用削減にも資する補完的技術への投資を抑制する

インセンティブが過大になる。

補完的技術の投資効率が最大である場合（t＝1）または2社の製品が完全代替財である

場合（S＝1）は・~＝0となるので，市場均衡での企業特殊的技術への投資比率は常に社会

的に過大となり，補完的技術への投資比率は常に社会的に過少となる。

Ⅳ.技術の補完性の効果

本節においては，補完的技術における補完性の水準・が均衡に与える効果を比較静学分

析する。先ず，準備的考察をしよう。（10）の左辺をfi（・i,・j）と表し，全微分すると，

fii（・i,・j）d・i＋fij（・i,・j）d・j＋fiz（・i,・j）dz＝0 （14）

が得られる。（14）において，fの下付添字の2つ目の記号は偏導関数を表し，例えば，fii

はfiの・iでの偏導関数を表す。また，zはパラメータを表している。（14）より，

d・i

dz
＝

fij（・i,・j）fiz（・i,・j）－fjj（・i,・j）fiz（・i,・j）
fii（・i,・j）fjj（・i,・j）－［fij（・i,・j）］2

（15）

が得られる。仮定（3）は（15）の分母は正であることを保証する。従って，d・i/dzの符号
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は（15）の分子の符号と同じである。さらに，均衡の対称性を用いると，（15）の分子は，

fiz（・i,・j）［fij（・i,・j）－［fjj（・i,・j）］と整理できる。仮定（3）はfij（・i,・j）＞fjj（・i,・j）を満たすので，

次の関係が得られる。

sign［
d・i

dz］＝sign［fiz（・i,・j）］ （16）

１．技術の補完性と技術投資比率との関係

サブゲーム完全ナッシュ均衡において，企業iが選択する企業特殊的技術の投資比率は・i^

であり，補完的技術の投資比率は1－・i^である（（10）を参照）。補完的技術における補完性

の水準・がこれらの投資比率選択にどのような影響を与えるかを分析する。（16）の関係式

から，fi・（・i^,・j^）の符号を調べることでそれが分かる。（10）より，

fi・（・i^,・j^）＝2［
∂qi^

∂・
dqi^

d・i

＋qi^

∂2qi^

∂・i∂・］ （17）

が得られる。（17）の大括弧内の偏導関数は，

∂qi^

∂・
＝

t［2（1－・j^）－S（1－・i^）］
（2－S）（2＋S）

および （18）

∂2qi^

∂・i∂・
＝

St
（2－S）（2＋S）

（19）

である。既に，dqi^/d・iは（8）で与えられている。均衡の対称性を用いると，・i^＝・j^≡・^

およびqi^＝qj^≡q^となり，（17）の右辺の全ての項が正となるので，fi・＞0となる。これは，

補完的技術における補完性水準の上昇が，企業特殊的技術への投資比率に関する限界利潤

を高めることを意味している。以上により，次の命題を得る。

命題2 補完性の高い補完的技術を用いる産業ほど，企業特殊的技術への投資比率が高く，

補完的技術への投資比率が低い。

命題2の持つ含意は次のとおりである。補完的技術における補完性の水準が上昇すると，

各企業は他社技術をより多く利用することになることから，補完的技術への投資を節約す

ることが可能になる6）。研究開発資源量が一定であるので，補完的技術への投資比率の減

特集 研究開発戦略・特許制度と産業組織

126

6） 補完性水準の増加が補完的技術への投資比率を減少させるメカニズムは，スピルオーバーの増加が企業の

R&Dインセンティブを低下させるメカニズと似ている（Spence(1984)およびDeBondtetal.(1992)を参

照されたい）．ただし，本稿のモデルでは，補完的技術における補完性水準の変化が企業特殊的技術への投



少は企業特殊的技術への投資比率の増加につながる。

２．技術の補完性と生産量との関係

補完的技術における補完性の水準・が均衡生産量qi^に与える効果は，

dqi^

d・
＝
∂qi^

∂・
＋
d・i^

d・
dqi^

d・i

＋
d・j^

d・
dqi^

d・j

（20）

である。（20）の右辺第1項は正である（（18）を参照）。補題1と命題2より，第2項は正，

第3項は負である。均衡の対称性を用いると，（20）は

dq^
d・
＝
1
2＋S［t（1－・^）＋

d・^
d・
（1－t－t・）］ （21）

と書き換えられる。ケース分類の煩雑さを避けるため，t＝1を仮定しよう。すると，（21）

は次のように書き換えられる。

dq^
d・｜t＝1

＝
・
2＋S［（1－・^）－・

d・^
d・］ （22）

（22）の右辺の大括弧内の第1項は正であり，命題2より第2項は負である。（22）はまた，

次のようにも書き換えられる。

dq^
d・｜t＝1

＝
・（1－・^）
2＋S ［1＋

・

1－・^

d（1－・^）

d・ ］ （23）

（23）は，補完的技術への投資比率の補完性に関する弾力性の絶対値が1よりも小さい（大

きい）ときに，dq^/d・＞（＜）0となることを意味している。分析を興味深いケースに絞る

ため，パラメータに次の制約をかける。

・_＜・＜・
_
≡
2S［2（a－c）＋（3－k）］
（1－k）（2－S）（2＋S）2

（24）

命題3（24）を仮定する。補完性の低い補完的技術を用いる産業では，補完性水準が高く

なるほど均衡生産量が増加する。補完性の高い補完的技術を用いる産業では，補完性水準

が高くなるほど均衡生産量が減少する。

証明： （23）より，t＝1の時，
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sign［
dq^
d・］＝sign［（1－・^）－・

d・^
d・］ （25）

である。（25）の右辺の大括弧内の式をg（・）と置くと，

g（・）＝－2S（1－k）・2－4S（a－c＋1）・＋（1－k）（2－S）（2＋S）2・

となる。関数g（・）は0�・�1において単調減少関数であり，

・＞（＜）・
_
⇔g（1）＞（＜）0

である。また，g（0）＞0である。もし・＞・
_
ならば，・に関わらずg（・）＞0が成立する

ので，dq^/d・＞0が成立する。もし・_＜・＜・
_
ならば，・＜（＞）・

_
の時にdq^/d・＞（＜）0

となるような・
_
が存在する。□

命題3の論理は次のように考えることができる。補完性水準の増加は直接効果と間接効

果を有する。先ず，補完性水準の増加は，補完的技術の費用削減効果を高め，生産量に対

して正の直接効果を持つ。次に，補完性水準の増加は，命題1で示されるように，自社と

他社の企業特殊的技術への投資を促進させ，生産量に間接的な効果を与える。この間接効

果が正になるか負になるかはtに依存して決まる。補完的技術の投資効率tが大きい時は，

補完性水準の増加が間接的に生産量に与える効果は負である。正の直接効果と負の間接効

果の合計では，補完性水準が低い（高い）ときは，正（負）の効果が支配する。

次の命題は，企業間での製品差別化の程度が，技術補完性と均衡生産量との関係にどの

ような影響を与えるかを示している。

命題4 補完的技術の補完性水準が高いほど均衡生産量が減少するケースが起こりやすい

のは，製品差別化の程度が低い産業においてである。

証明： 製品代替性はパラメータSで測られ，Sが大きい（小さい）ほど，製品差別化の

程度が低い（高い）。技術の補完性の水準が高いほど生産量が減少するケースは・_＜・＜・
_

の時に起こる（命題3を参照）。製品代替性Sが閾値・
_
に与える効果は，

d・
_

dS
＝
4（2－S＋S2）［2（a－c）＋（3－k）］
（1－k）（2－S）2（2＋S）3

＞0

となるので，Sが大きいほど，すなわち製品の差別化の程度が低いほど，閾値・
_
が増加す

る。□
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命題4の持つ含意は次のとおりである。技術の補完性の水準が高くなると，命題2より

自社および他社の企業特殊的投資比率が高くなる。これは，ある条件の下では，両企業の

生産量を増加させる（命題3参照）。しかし，企業の生産量は他社の生産量と戦略的代替の

関係にあり，特に製品差別化の程度が低い市場では，他社の生産量増加による自社の生産

量抑制の効果が強いため，補完性の水準の高さが生産量の減少につながる場合が生じる。

図2は，横軸に補完的技術の補完性水準，縦軸に均衡生産量をとったときのグラフである。

製品差別化の程度の低い（高い）ケースはSが大きい（小さい）ケースであり，これは・が

小さい（大きい）ケースに対応する。

３．技術の補完性と利潤との関係

サブゲーム完全ナッシュ均衡において，企業iの利潤は

・i^＝［qi^（・i^,・j^）］2－
・

2（・i^－k）
2

と表される。補完的技術の補完性の水準・が企業iの利潤に与える効果は，

d・i^

d・
＝2

dqi^

d・
qi^－・（・i^－k）

d・i^

d・
（26）
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により得られる。（26）の右辺第2項は命題2により負である。第1項は命題3により，補

完的技術の補完性水準が低い時は正，高い時は負である。総効果に関しては，パラメータ

の組み合わせに依存して決まる。

命題5

（i）製品差別化の程度が高い市場を想定する。補完的技術の補完性水準が高くなるほど均

衡利潤は増加する。

（ii）製品差別化の程度が低い市場を想定する。補完性の低い補完的技術を用いる産業では，

補完性水準が高くなるほど均衡利潤は増加する。補完性の高い補完的技術を用いる産業

では，補完性水準が高くなるほど均衡利潤は減少する。

証明： （26）から導かれるd・i^/d・の符号を調べるための計算は複雑である。そのため，

t＝1を仮定すると，次の関係が得られる。

sign［
d・i^

d・］＝sign［h（・）］

なお，

h（・）≡4S3（a－c＋1）・3－2・（1－k）S（2－S）（2＋S）3・2

－2・S（4－S）（2－S）（2＋S）3（a－c＋1）・＋・2（1－k）（2－S）3（2＋S）4

である。関数h（・）は・の三次関数で，

h�（0）＝－2・S（4－S）（2－S）（2＋S）3（a－c＋1）＜0 （27）

であり，また，仮定（3）の下で，

h�（1）＝－2S［・（2－S）（2＋S）2｛（4－S）（a－c）＋6｝－6S2（a－c＋1）］＜0 （28）

なので，0� ・�1においてh（・）は単調減少関数であることが分かる。さらに，・＝0に

おいて，

h（0）＝・2（1－k）（2－S）3（2＋S）4＞0 （29）

であり，・＝1において，

h（1）＝・2（1－k）（2－S）3（2＋S）4

－2・S（2－S）（2＋S）2［（4－S）（a－c）＋6－（2－S）k］＋4S3（a－c＋1） （30）
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である。（30）は，h（1）の符号はパラメータに依存して決まることを示している。符号を

判定するため，2つのケースに分けて考察する。第1のケースは，・が大きいためh（1）＞0

となるケースである。その場合，0� ・�1においてh（・）が単調減少関数であることか

ら，・に関わらずh（・）＞0となる。第2のケースは，仮定（3）を満たす限りにおいて・が

小さい時である。仮定（3）の・の下限・＝・_＝2S/（2－S）（2＋S）において，（30）は

h（1）|・＝・_
＝－2S3［2（a－c）（7＋2S－S2）－3（3＋S）（6－2S－S2＋S3）］＜0 （31）

となる。従って，・が小さい場合は，・が低い時にh（・）＞0，・が高い時にh（・）＜0とな

る。

さらに，製品の代替性，すなわち製品差別化がd・i^/d・の符号に与える効果を検討する。

（30）より，h（1）のSに関する一次導関数は，

dh（1）
dS

＝
4S
2－S
［（1－S）（16＋10S－5S2）（a－c）－k（2＋S）（4＋11S2－7S3）

＋24－2S＋7S2＋2S3－7S4］ （32）

となる。（32）の大括弧内の第1項と第3項は正，第2項は負である。大括弧内の第2項が

絶対値で最大になるk＝1を代入すると，（32）は

dh（1）
dS

＝
4S
2－S
［（1－S）（16＋10S－5S2）（1＋a－c）］ （33）
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図3 補完性水準と均衡利潤



となる。（33）の大括弧内は正であるので，dh（1）/dS＜0が得られる。これは製品の代

替性Sが大きいほど，すなわち，製品差別化の程度が低いほど，h（1）が負になる可能性

が高くなることを意味する。□

図3は，横軸に補完性水準，縦軸に均衡利潤をとったときのグラフである。製品差別化

の程度が低い（高い）ケースはSが大きい（小さい）ケースであり，これはrが小さい（大き

い）ケースに対応する。命題5は，命題3および命題4に密接に関連している。（26）より，

技術の補完性の増加が均衡利潤を高めるかどうかは，それが均衡生産量を増加させるかど

うかに依存していることが分かる。製品差別化の高い市場では，技術の補完性の増加が均

衡生産量を増加させるので，技術選択の費用の増加を差し引いたとしても，均衡利潤の増

加につながる。製品差別化の低い市場では，技術の補完性の増加が，均衡生産量を減少さ

せる場合があるので，技術選択の費用の増加も加わり，均衡利潤の減少につながり得る。

Ⅴ．結語

本稿は，費用削減技術に関して，企業特殊的技術と補完的技術の2種類の技術が存在す

る場合において，企業は研究開発資源をそれらの技術に対し，どのように配分するかにつ

いて検討した。企業特殊的技術とは，自社の製品の生産費用の削減にのみ使える技術であ

り，補完的技術とは，2社の技術を相互に利用することで，双方の企業の費用を削減させ

る技術である。我々は，この問題を製品差別化が存在する複占市場モデルを用いて分析し

た。

主要な結論は次のとおりである。補完性の高い補完的技術を用いる産業においては，企

業特殊的技術への投資比率が社会的に過大になり，補完的技術への投資比率が社会的に過

少になる。これは，補完的技術に関する補完性が高いならば，他社技術の利用が促進され

ることから，各企業は補完的技術に投じる資源を節約して，企業特殊的技術へ資源をまわ

そうとするためである。このメカニズムの裏返しとして，補完性の低い補完的技術を用い

る産業においては，企業特殊的技術への投資比率が社会的に過少であり，補完的技術への

投資比率が社会的に過大である。いずれにせよ，企業が投資選択の際に，消費者余剰と他

社の利潤に与える効果を読み込んでいないため起こる効率性の歪みである。

また，製品差別化の程度が高い場合は，補完的技術における補完性の水準が高くなるほ

ど企業利潤が増加する。これは，技術の補完性が高くなると，企業特殊的技術への投資が

増加し，それが自社の生産量を高めることになるからである。他社の費用削減にも貢献す
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る補完的技術への投資よりも，企業特殊的技術への投資の方が自社の生産量の増加に大き

な効果がある。しかしながら，製品差別化の程度が低い市場では，補完性の水準が高くな

るほど企業利潤が減少することがある。企業の生産量と他社の生産量とは戦略的代替の関

係にあり，特に製品差別化の程度が低い市場では，他社の生産量増加による自社の生産量

抑制の効果が強いため，補完性の水準の高さが生産量の減少につながる場合があり，それ

が利潤を減少させる要因となる。

最後に，残された課題を2点挙げたい。1点目として，本稿の結論の全ては対称均衡を

用いて導出しているため，非対称な企業から成る市場における均衡を分析していない。モ

デルの拡張の方向としては，研究開発に用いられる資源量や費用削減前の単位費用に関し

て，非対称性を導入することが考えられる。2点目は，本稿では製品の代替性を外生変数

としている点である。企業特殊的技術への投資が製品の代替性に影響すると考えることも

できる。モデルでは，製品の代替性パラメータが企業特殊的技術への投資に依存するよう

に拡張することが必要であろう。
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